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１５春闘の情勢と労働組合の役割 

高知県労連 執行委員長 田口 朝光 

Ⅰ．１５春闘の情勢を見る視点 

１．昨年末の衆議院選挙結果をどう見るか 

１）安倍首相の思惑 

①党略：「政治とカネ」の疑惑隠し、「今なら勝てる（負けが最小）」（ドミノ辞任⇒支持急落の回避） 
②個略１：１０％増税実施派（財務省派）を選挙を使い抑え込む（小選挙区の非公認で脅す） 
 個略２：２０１５年の総裁選を有利にする（石破、谷垣等ライバルの出馬の芽を摘む） 
２）結果の評価 

①3 分の 2 確保も（600 億円使い±ゼロで）圧勝か？自民微減、公明増。「要政党」の発言権増！ 
②第 3 極の後退。特に次世代の党の激減！※２０１２年選挙後、日本維新の会が、維新と次世代の党に分割。 

③共産の躍進。民主微増。 

※投票率５２．９％（高知県５０．９８％、高知市４６．６０％。２０代前半２２．９６％、２０代後半２３．９８％） 

＜新聞社説＞ 

東京新聞 『1 強ゆえに謙虚たれ』  

毎日新聞 『「冷めた信任」を自覚せよ』  ⇒ 「熱狂なきファシズム」「群衆」（ＴＢＳ・サンデーモーニング１/４） 

朝日新聞 『（社説）自公大勝で政権継続 分断を埋める「この道」に』 

読売新聞 『重い信任を政策遂行に生かせ 謙虚で丁寧な政権運営が必要だ』  

産経新聞 『自公圧勝 安倍路線継続への支持だ 規制緩和と再稼働で成長促せ』 

日本経済新聞 『多弱による勝利に慢心は許されぬ』 

※代議制民主主義を揺るがす、首相の解散権行使のあり方（「世界」２月号：片山善博氏「違憲」と批判） 

※低投票率の持つ３つの側面（政治の側、国民の側、選挙制度、マスコミ） 政治：政権与党、野党第一党。 

３）選挙制度の問題点が浮き彫りに 

①小選挙区は比較第一党に有利。選挙協力が物を言う。「風」がふけば、政権交代も。無党派の動きで！ 

 「幻想の多数」の危険性。国民の無関心が誘うファシズム（「１強支配」）。 

②比例も低投票率なら、自公有利。風によっては、流れが変わる。 

 
自民党の衆議院選挙における得票、獲得議席動向 （「報道ステーション」で下表の１４年と０９年選挙を比較） 

 



2 
 

４）１点共闘と政治変革の視点 

①政権維持のパターン 

 ・衆参で過半数 
 ・衆議院で３分の２、参議院で過半数以下 
 ※単独か連携か 
②衆議院 定数：４７５ 
 小選挙区２９５（295 区） 62.1％ 

  比例代表１８０（11 ブロック） 37.9％ 
 参議院 定数：２４２ 

選挙区（都道府県単位４７区）東京５、大阪、神奈川４･･･ 
１４６人（3 年毎に半数 73 改選）60.3％ 

比例代表（全国単位）  
９６人（3 年毎に半数 48 改選）39.7％ 

＜視点＞ 

・「１点（個別課題での）共闘」が前進⇒「根っこは１つ」の認識⇒政治の変革（影響力行使⇒政権を取

る） 
・既存政党と共同を担う新たな政治的グループの形成 （政策の「一致」と共同・連携の「意思」） 
※小選挙区、選挙区での共闘の可能性の模索 

  １区：共産、２区：社民、３区：生活、４区：無所属（実は

保守の師弟対決）正統保守の筋！ 
 
２．昨年の漢字、流行語からする今年の予測 

 
１）昨年の漢字「税」・・・・・今年は？ 

４月から消費税５％⇒８％ 
７月を過ぎても秋風なお不況（源朝光） 

  ４月～１２月 ９か月連続の消費減（対前年同月比）、 
   百貨店、スーパー 
  新車販売台数、新規住宅着工件数 
  「駆け込み需要」の反動では説明できない。 
 
２）昨年の新語・流行語大賞 

①ダメヨ～！ダメ！ダメ！ 
②集団的自衛権 
③ありのままで 
＜こんな年に＞ 

□集団的自衛権 ダメヨ～！ダメ！ダメ！ 
□安倍内閣 ありのままで（は）ダメヨ～！ダメ！ダメ！ 



3 
 

３．安倍内閣のめざすもの 

１）憲法９条の明文改憲が、目的 

 「改憲は自然なこと」（1 月 14 日、関西テレビの番組で）。2 月 3 日の参院予算委員会答弁：「自民党は（平

成２４年４月に発表した憲法改正草案で）すでに９条改正案を示している。なぜ改正するのかといえば、国民の

生命と財産を守る任務を全うするためだ」。2 月 12 日衆参施政方針演説「憲法改正へ向けた国民的議論を深

めて行こうではありませんか」  ※戦争の影差しかかる子の寝顔（年金者・神奈川Ａ．Ｔ） 
 

２）アベノミクスでさえ「手段」 

憲法改正には、高支持率の獲得・維持が必要 

１～２の矢：手段、第３の矢（成長戦略）に隠された目的 
（企業が世界で一番活動しやすい国造り） 

  労働法制改革、ＴＰＰ･････ 
 ⇒「企業が世界で一番活動しやすい戦争をする国」づくり 

そのための「国民作り」＝特定秘密保護法、教育の統制、マスコミ支配 
 
３）安倍政権の戦略（思惑） 

①４月の統一地方選挙までに２０１５年度予算を通過させ、「地方創生」「女性の活用」「成長戦略」などで国民の

「期待」をふくらませて、票をかすめ取る。 

②統一地方選挙での「勝利」と衆参の「数の論理」で５月～会期末に安保法制の改悪を一気に推し進める。 

③９月の総裁選挙で自民党総裁に再選。⇒２期６年の長期政権へ。 

総裁任期は党則 80 条 1 項により、現在 3 年。総裁公選規程 10 条「引き続き 2 期（前任者の途中退任による

残任期間を除く）にわたり総裁に在任する者は、その在任に引き続く総裁選挙における候補者となることができ

ない」 

※党規約、規程改正で、総裁任期の延長も視野。（2 期 6 年の制限撤廃） 

 ※２０２０年アベリンピックの思惑も ※１９４０年東京オリンピック中止（紀元 2600 年記念事業） 
④９条の明文改憲 

 ２０１６年７月の参議院選挙をダブルにし、衆参で３分の２を確保。改憲発議へ。 

 「反省ノート」の教訓に学ぶ。第１次安倍内閣：2006 年 9 月 26 日から 2007 年 8 月 27 日 

２段階改憲論（９６条‐９条）  

⇒ ９６条改憲論：「裏口入学」「ちゃぶ台返し」「憲法破壊」 

解釈改憲先行へ ※７・１閣議決定・解釈改憲の上で、最終は明文改憲の野望 

新・２段階改憲論 ⇒ 解釈‐明文①環境権、緊急事態条項等改憲 ⇒ 明文②９条改憲 

  ※「戦争をする普通の国」＋「歴史の修正」 

  但し、歴史の修正は対中、対韓。「太平洋戦争」なのか「大東亜戦争」なのかの戦後の違い 

＜改憲スケジュール＞2016年夏：原案とりまとめ‐7月参院選で争点化 秋の臨時国会で発議 2017年前半に

国民投票（自民党憲法改正推進本部長船田元氏と安倍首相すり合わせ２月４日 高新１５/２/９） 

  ※ＩＳＩＬ（イスラム国）を利用して自衛隊派遣の機運高める 

  新 3 要件に該当しなくとも法改正で邦人救に自衛隊出派遣可能に（想定問答集で記載：朝日 1/28） 
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※〇逮捕かパスポート返納か…安倍政権が“憲法無視”の見せしめ（カメラマン・杉本祐一さん） 

  ＩＳＩＬで改憲馬車に鞭入れる ／「口害」で人二人命落としけり／悪ガキの戦争ごっこの空元気（源 朝光） 

 ※2014 年：日本報道の自由度 61 位／180 カ国（国境なき記者団」。１位フィンランド、２位ノルウェ

ー、３位デンマーク）。 

 

４）頭に入れておきたい政治日程  まとめ 
２０１５年 

 １月２６日   通常国会召集 

 ２月中旬  14 年度補正予算成立（3 日。5.5 兆円）。13 日～安保法制与党協議開始。 
9 日ＪＡ全中・農協改革で政府・自民と妥協。下旬ＴＰＰ合意？ 

３月下旬  （～４月上旬）１５年度予算成立？ 
 ４月１２日 県議選挙投票日 

２６日 市町村議選挙投票日 
５月上旬  訪米・オバマ大統領と会談（ゴールデンウイーク中。国賓扱い？） 

安全保障法制関連法案国会提出、ガイドラインの再改定 
６月２４日   通常国会会期末（大幅会期延長も） 

８月    戦後７０年の安倍談話。川内原発の再稼働（夏以降か？） 
９月      自民党総裁選挙 

２０１６年 

 ７月      参議院選挙（ダブル選挙？） 。その前に改憲原案とりまとめ、改憲争点化 

  秋      改憲発議 

２０１７年 

  前半     国民投票 

 
 

Ⅱ．１５春闘の位置付けと展望 

１．春闘のそもそも論 

１）「みんなで渡れば・・・」の論理の正当性    ※ヨーロッパは、まず、産別交渉で決定・・・・。 
 「赤信号」か「夜道」か？ 団結した統一闘争。 
 「総資本」対「総労働」  「公正競争」の観点も。 
 
２）＜時代認識の重要性＞ 

戦後７０年、春闘が始まって６０年、･････高知自治労連結成６０周年 
１９５５年「８単産共闘」（私鉄総連、炭労、電産、化学労連、紙パ、全国金属、化学同盟、電機労連 
１９５６年公務員労組も参加し、「官民統一合同闘争本部」を設置。 
１９５７年「春闘相場」の言葉も。 

①１９５５年高知県人口 882,000 人。１９７０年 786,000 人。２０００年 80 万人台…⇒２０１４年 75




